
はじめに

1982070086.TIF

鉱山商会と「グループ・システム」

一一イギリスの対南アフリカ直接投資との関連で一一
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はじめに

南アフリカ共和国〈以下，南アと略〕は，金，ダ

イヤモンド，プラチナ類，クロム，パナジウムと

いった重要鉱物資源で，いずれも世界第1, 2位

の埋蔵量を誇る。そして産金の副産物であるウラ

ニウムはじめ，石炭，銅，錫，亜鉛を含めたこれ

ら鉱物資源の開発は，四つの巨大な「鉱山金融商

会J(mi凶nghouse.，以下，鉱山商会，商会と絡す場

合がある〉と少数の外資系鉱山会社の支配下におか

れている曜日。各鉱山商会の事業基盤は今日でも

金鉱業であるが，南アの金産出量は，年産約700

トンで自由世界の全産金量の75%を占める。金の

産出地はいわゆるゴーノレデン・アーク（GoldenArc) 

地帯と呼ばれる地域で， トランスヴアール南東か

らヨハネスプ／レグを横切り西方に延びさらにオレ

ンジ自由州の方に南下する全長500キロメートル

におよぶ世界最大の金鉱山？ある。

外国資本による南ア鉱物資慌の支配は， 1870年

明からのキンパリー（オレンジ内白州に立地〉のダイ

ヤモンド開発に始まり， 1890年前後期からの中央

ラント（ヨハネスプノレグを中心に東西に延びる金鉱地
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帯で，黄金のアークの中でもっとも早く掬発に着手され

た〉の深層金鉱開発で定着する。 これに対応して

1902年，イギリスは，アングロ＝ブーア戦争を経

て， トランスヴアールとオレンジ自由国を直轄植

民地としたのであった（ただし， 1910年からはイギリ

ス帝国内の自治領となる〉（注2）。

「南アの富は英本国の帝国主義を溝概したj

（シュルツェ・ゲファーニツツデ注3)' 「イギリス帝

国は南アの黄金の紐帯で相互に堅く結び合わされ

ているJ（注4〕，といった指摘どおり，南アの金と

ダイヤモンドはその後イギリス帝国の重要な支柱

となる。先発のダイヤモンドと後発の金鉱業は，

いずれもイギリスとヨーロッパの資本によって開

始された（ただしドイツ系資本は第一次大戦を契機に

後退）とはいえ，それらの経営は， ロンドンのシ

ティに本拠を置く鉱山金融商会の手によって握ら

れてきた。こうした商会は「シティー南アJ体制

のもとで多数の鉱山会社を支配した。鉱山商会

は，南ア登録会社（以下， 「南ア会社Jと略す場合が

ある〕とされる場合もあるが，商会の経営の実権

はシティ lこ設けられた各商会のロンドン拠点の似！J

にあった。また，鉱山会社の方はほとんど全部，

荷ア会社とされた。これは南アの会社法が英法よ

りもノレースで，株主リストたどの開示義務がなか

ったことや，委任状の巧妙な回収によって本国か

ら遠く離れた場所で仲間内だけで株主総会をコン

『アジア経済』 Xxm-7 (1982. 7) 
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トロールできるという利点もあったからである。

各商会および鉱山会社の資本系列とその変遷に

ついては，なお今後の研究にまっところが多い。

しかし，鉱山会社支記のかなめである各藤会の経

営の実権が，シティ側にあったことは明らかであ

る。ただ両大戦間期末からの資本系列と経営にみ

る「南ア」化の傾向は，戦後，とりわけ1961年の

英連邦脱退を一つの重要な契機として加速されて

きている。ここで「南アJ化という場合，二つの

内容を含んでいる。一つは，欧米の外資系商会の

「南ア」化であり，もう一つは，「南ア」化の進ん

だ欧米系商会の「アフリカ｝ナJCオランダ系プー

ア人〉化という側面である。

しかし，外資系， i省ア系（「南ア」化した欧米系と

アフリカーナ系）といった資本の系列を問わず，鉱

山商会は一様に，いわゆる「グループ・システムJ

(group system）という，集権的な管理体制の下で

鉱山会社を経営し，今日に至っている。このシス

テムの検討は，世界の主要鉱物資源をコントロー

ルする南アはじめ南部アフリカの鉱業資本の現状

理解にとってZ重要であるばかりでない。このシス

テムの展開と一一体であったイギリスの対南ア直接

投資口企業経営の理解にとっても重要な課題とな

る（注5)0 

南アとならんで，イギリスの異民焼支記型植民

地のこ大拠点のーっとされたインドでは，企業経

営の中心的担い手は，同じくシティに本拠を置く

イギリス系「代理商会J（暗記ncyhouse）であった。

彼らは傘下の多数の企業を，いわゆる「経営代理

制度」（managingagency system，以下，代理常ljと略

す場合がある〉（注6）によって集中管理した。

鉱山商会と代理商会，グループ・システムと経

営代理制度の比較検討（注7)は，第二次大戦の前と

後の時期におけるイギリスの対アジア・アフリカ

鉱山商会と「グループ・システム」

直接投資のー殻的な性格を知る上で，また，これ

らの海外投資が，呉なる社会的経済的な場でうけ

とる経営形態上の差異を知る上でも，重要な課題

となる。小論は，こうした課題へのアプローチと

して， 「代理商会一経営代理制度」との比較を念

頭に置きながら，つぎの順序で「鉱山商会ーグル

ープ・システム」について検討しようとするもの

である。

(1）南ア鉱山経営の特徴的な様式とされてきた

fグループ・システムjとは何か。まず，この点

を検討し，その本質的な機能を3点にわたって明

らかにする。ついで，（2）このシステムの倉I］始者で

あり，第二次大戦前まで最大の鉱山商会であった

セントラノレ・マイニング＝ラント・マインズ

(C凱 tralMining=Rand Min,吋商会〈以下， CM=RM

商会と略記する場合がある〉をとりあげ， 「シティ

（セントラル・マイニング社〉ー南ア（ラント・マイン

ズ社〉」の分業体制のもとに進められる鉱山商会の

支配集中プロセスを具体的に検討する。最後に，

(3）第二次大戦前後期から同商会を凌駕して，世界

最大の鉱山金融商会となるアングロ・アメリカン

(Anglo American）商会をとりあげ，その多国籍複

合企業としての急成長が司グループ・システムに

よって巧みに支えられている点を明らかにする。

イギリス帝国の枠組の中で創始され， 1961年の

連邦脱退後もなお，南アの鉱工業経営の軸心であ

り続ける鉱山商会とグループ・システムの検討，こ

れが以下の諜題である。なお，労働簡につヤては全

く触れられなかったが，つぎの点だけは指摘して

おく必要があろう。鉱山従業者は，イギリス系入植

者，プーア系の先住入植者それにアフリカの黒人

の三溶から構成されたが，黒人労働者はコンバウ

ンド・システム（強制隔離宿舎制度〉にもとづくさ

まざまな差別の下で過酷な地下労働を強制され，
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それが今日のアパルトヘイトにつながっているこ

と，である（注目〕。

（注1) 佐伯尤「現代南アの鉱業と巨大独占体j

（林晃史編 r現代南部アフリカの経済構造』アジア経
済研究所 1979年） 12ベージほか。

（注2〕 詳しくは星昭・林晃史著『アフリカ現代史

I 総説・南部アフリカ』山!II出版社 1978年。

（注3〕 生川栄治『イギリス金融資本の成立』有斐

閣 1956年 294ベージ。

（注4〕“Gold，＇’ TheFortune, 1946年10月， 111

ページ。

（注5) このシステムの重要性が一様に指摘されて

きた割には機能・本質といった分析は著しく少ない。

つぎの二つの業績があるだけといっても過言ではな

い。両大戦間期についての M紅 tin,John，“Group 

Administration in the Gold Mining Industry of the 

Witwatersrand，＇’ The Economic Journal，第34巻第

156号（1929年12月）と， 1970年代半ばを軸に現状分

析した前出の佐伯尤「現代南アの鉱業と巨大独占体」

である。

（注6) 代理制については，拙著『経営代理制度論』

アジア経済研究所 1979年；拙稿「アジアの資本形成

とマネージング・エージェンシー・システムJ(Ii'社会

経済史学』第45巻第5号 1980年2月〉。

（注7) グループ・システムと経営代理詰iJ伎の類似

性に注目しているのは，南ア償I］からはT・グレゴリー

でつぎのように指摘している。 「アングロ・アメリカ

ン商会の発展は，その創立（1917年一一引用者）の当

初から一つの型を踏襲基ずるものであった。その型とは

鉱山商会の型であって，たとえば東洋の経営代理商会

(managing agency houses）などと類似するが，いくつ

かの点で独特な経済上，金融上の組織のー形態であ

る。それは現実の必要性にもとづいて生まれたもので

あるが，以後，南ア鉱山業の基軸となる」（Gregory,

てrheodore,Ernest Oppenheimer and the Econrmzic 

Development of Southern A介ica, ロンドン，

Oxford University Press, 1962年， 90ページ。インド

側lからはP・S・ロカナタンがJ.マーチンの論文：に着

目している。しかしi荷台とも具体的な比較検討は行な

っていない。ロカナタンについては Lokanathan,P. 

S., Industrial Organization in India，ロントン，

George Allen & Unwin Ltd., 1935年， 289ページ。
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〈注8) この点については最近のものとして， M・

タンザー著，蕗谷硯児・蔵本喜久訳『資源戦争』大Jl

書店 1982年第1章第6節。

I 鉱山経営と「グループ・システムj

グループ・システムとは，鉱山商会（鉱山商会

自体がク勺レープ〔Group〕と通称、されてきた〕が，傘下

の多数の鉱工業会社を集中的に支配し管理するメ

カニズムの総称であって，広義にはつぎのような

さまざまな経営の集中管理を指している惜1¥

(1) 鉱山商会は，鉱区の開発と取得をおこない，

これらの鉱区をベースに，次々と鉱山会社を発起

し，証券の発行，証券の引き受けなど，鉱区の資

本化にかかわるすべての業務をおこなう。

(2) 鉱山商会は，普通，これら鉱区の現物出資

の見返りとして，大量の株式（ヴェンゲーズ・シェ

アー〕を取得する。

(3) 発起人と同時に大株主である鉱山商会は，

鉱山各社の取締役会支配に足る数の取締役を派遣

し，取締役会会長のポストを支配する。

(4）鉱山商会は，各社の鉱山事業経営にとって

死活的な重要性をもっ鉱山技術，電機・機械技術，

地質探査，冶金，化学に関する管理運営を，つぎ

のような特徴的な方法で直接にコントロールず

る。つまり鉱山商会自身が，各鉱山会社の「顧問

技士J(consulting engineers）となる契約（agreement)

を結ぶ方法で，鉱山各社の経営の枢要部分を集中

管理する。

(5) 鉱山商会は，さらに各社の「秘書役J(sec-

re旬ries）と「本店」（h倒 d0伍ce，以下， 「秘書役・本

店Jと統一的に示す〉機能を兼ねる契約を結んで，

つぎのような業務運営をも集中管理する。付）取締

役会および年次総会に付随する一切の事務手続，

(P）株式登記簿の保管，株式の登記と書換えに関す
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るすべての事務，付あらゆる種類の保険業務の手

配，｛ニ）あらゆる資産・地所の取引，納税務の一切，

ト）鉱区ライセンスの取り扱い，約営業事務の様式

を傘下会社聞で統一するための内規の作成など。

(6) 鉱山商会は，各社に対する物品・資材の供

給と製品販売とを一手に引き受けるc 供給iこは鉱

内照明と動力源である電力，鉱内空調と整岩機用

の庄縮空気の供給を含む。

(7) 鉱山商会は，パンカーとして傘下の会社は

もとより法人，個人を対象に融資業務を行なう。

(8) 鉱山商会は，欧米と現地の株式取引市場の

ネットワークを通じて各社の株式の広範な取引を

行なう。

(9) 最後に，（4), (5), (6）の諸機能に対して手数

料を徴収する，というものである。

以上の機能は，各期会によって若干の慣行のち

がいがあり，また時期的な変遷も細部においてみ

られるが，基本においては今日まで大きな変化は

認、められない。

このように鉱山商会自体のビジネスの内容が，

代理商会のそれと酷似しているばかりでない。

「発起，経常，金融Jの三位一体的コントロール

での支配集中と経営の代理の点で，代理制の場合

と全く問じであることがまず興味をひし街会は

また，代理商会と同じく金融会社（五回目ialcom-

pany）としての性格を強く持っている。鉱山街会

は， 「鉱山金融会社J，「鉱山投資信託」と呼ばれ

るように，会社の創立エエ証券発行業務，証券担保

貸付，そしてとくに証券取引（投機〉を広範に営業

する。

鉱山事業本来のもつ投機的性格から，彼らの金

融会社としての性格は代理商会より一段と強力

で， 「新しいダイヅのマーチャント・パンカー」

とされるほど，金融・投機的色彩の濃いものであ

鉱山商会と「グループ・システム」

る（注2）。鉱山商会l丸徐々に鉱山事業＝産業資本

の経営iこ相志しい担い手としてリファインされて

ゆくとはいえ，金融会社としてのしばしば寄生的

で投機的な性格は，一貫して維持される。そして

彼らの投機的な金融会社としての性格は，グルー

プ・システムの形成と発震に大きな作用をおよぽ

している。

こうしたグループ・システムの本質的な契機を

代理制との対比において浮かび上がらせてみよう

信 3）。なお，この制度の特徴を際立たせているの

は（4）と（5），つまり「顧問技士J，「秘書役・本唐J

機能についての代理契約である。以下ではこの袈

約関係を特定して狭義のグループ・システムと呼

ぶ場合がある。

代理制の下では，代理商会は，つぎつぎとフ。ラ

ンテーション会社，ジュート・綿業会社，石炭会

社を発起し，自ら単独では最大の株主となり，各

社の取締役会の過半数を支配する。代理蒲会は，

さらに，各社と半永久的な「経営代理J契約を結

ぶか法で，各社の経営一切を自らの直接的なコン

ト口一ノレの下に捜しと同時に巨額の出来高手数

料を徴収する。

会社の発起人であり，主たる出資者で，自ら取

締役を兼ねる代理商会の中心的人物たちは， i;:JIJ途

；こ，各社と「経営代理jの契約を結び， 「経営代

理人J(managing ag岳山）という資格で，各社の経

営全般にかかわり，日額の手数料を徴収するので

ある。こうした，一見，経営請負的な経営4和℃を

採るのはなぜであろうか。

私はこの点をつぎのように考えている。この制

度は，代理調会に対して，（1）会社経営権の半永久

的支記と，（2）経営果実の相当部分を手数料名義で

先取りする権利を保証する。事実，経営代理「契

約Jで，代理期間を長期に魂約し，手数料－につい
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ては会社収益の相当部分を先取り的に吸収できる

形態と料率（具体的には会社の生産高，販売高，利潤

高に応じた高率の出来高手数料〕に設定することで，

彼らはそうした目的を達成してきた。代理商会は

傘下の会社の経営権支寵と手数料名義による利溝

の先取り権を自らに保証するために，経営の f代

理Jを擬制しているにすぎない，と私は考えてい

る。

そこでグループ・システムを二つの側面，すな

わち「経営権の支配」と「経営果実の吸収jの二

つの面から検討してみよう。ただし，後者につい

ては手数料がさまざまな方法で隠蔽されてきたた

め，手数料分析が全く行なえず予備的考察にとど

まっている点をあらかじめお断りしておきたい。

鉱山商会の経営支配が，（1）株式所有にもとづく

取締役会の支配！：：' (2）各社との「経営代理J契約

とに依拠していること。この点は代理制と全く同

じである。鉱山商会は， 「個々の会社の取締役会

に対し，必要な数のノミニーを株主の承諾の1ごに

確保することで，また傘下の会社の秘書役，顧問

技士，技術アドヴァイザーとして機能すること

で，自らのコントロールの実効性を確実なものと

しているJ（注4）からである。

ただし，代理制の場合，代理期間の半永久化が

つぎのような契約で保証される結果，株式所有と

寧離した形での経営権の世襲化が可能となるので

あった。 「今後，代理業務を自発的に放棄するま

での期間」，または「今後30年聞の代理期間の終了

後も特別決議により新代理人が選出されるまでの

聞は自動延長」，さらには「以後，業務上の詐欺犯

罪以外の理由で代理人としての資格を取り消され

ることはなUづ等々といった具合にである位5）。

グループ・システムの場合の「顧問技士」，「秘
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書役jとしての契約期限についてはこれを確認で

きなかった。また，代理制の場合，代理人である

代理商会は，一定数の取締役選任権を，持株にも

とづくそれとは別に享受した。グループ・システ

ムの場合についてはこの点，米確認である。ただ

事実関係からいえば，上の引用のとおり鉱山商会

は常に取締役会の支配に必要な数を確保してき

た。南アの金鉱山が非常に早い時期から大手鉱山

商会に闘い込まれたため， J・マーチンが誇らし

げに述べているように，実際にはつぎのような結

果となる。

商会の「持株は通常かなりの量（alarge interest) 

に達するとはいえ，過半数におよぶようなことは

まれJで，商会のコントロールは， 「各傘下会杜

の株主一般の支持にもとづいて行なわれるのであ

って，商会自らの持株の多寡にもとづいて行なわ

れるのではないJ（注6）と。ただ，鉱山商会の持株

量の大小を判断する場合，鉱山商会の重要な業務

が株式取引にある点に注意を要する。経営権の維

持（仮に後らの経営権支配が持株だけにもとづくものと

仮定して〉に必要とされる以上の株を抱えていると

みられる点であるe

つぎにニつの商会によって代理・代行される

「経営Jの内容についてみよう。代理制の場合，

代理商会は，契約で「会社経営の全権jを任され

た。とくに売買代理業務と人事権についてはこれ

を専轄し， 「そのほか会社運営に必要ないし望ま

しいとされる一切の業務の代理権j倍引を享受し

た。鉱山商会の場合，この代理契約に直接対応す

るのは「顧問技士jとf秘書役・本店jの代理契

約である。しかし代理制の場合のように，会社経

営の全権力2明示的に委ねられるということはない

ようである。

しかし技術面と総務面での直接的な集中管理体



1982070091.TIF

制で各社の経営権の全面的な支配に事実上，成功

しているとみてよいであろう。

「顧問技士Jとして，鉱山商会は，会社創設の

段階で鉱脈を探査し，深層（deep），深々 潜（deep

deep），超深層（ultrade句）での鉱業の生命鰻ともし、

える巨大な縦抗掘削地点の決定や作業設計，機械

設備の据え付け，それに巨額にのぼる資本支出計

両の作成に従事するのである叫8)0 

「顧問技士」，「秘書役・本店」機能の代理によ

る集中管理の体制は，鉱山商会の供給と販売の独

占，事業資金の供給，つまり流通と金融の集中管

理によって，一層，確実なものとされるc 経営権

支配の安定性という点で，グループ・システムも

また，完壁に近いシステムということがマきるで

あろう。事実，鉱山商会の；意志に反してグノレーデ

．システムから独立し得た伊jは少ないよろであ

る。 「最近，ただの一件だけ，反対派が鉱山商会

による会社支盟から彼らを追い出そうと公然と試

みたものの，この試みは失敗に終わったJ（注むの

である。 1970年代半ば頃からの各鉱山商会の間の

激しい吸収合併願lにもかかわらず，各会社は，鉱

山商会全体のコント口一ノレからのがれられないの

である。

2. 

つぎにグループ・システムを経営果実の吸収と

いう幽から検討してみよう。鉱山商会は多様な事

業内容に対応してさまざまな収入源をもっO ま

ず，（1）彼らの金融会社としての業務から巨額の創

業者利得と株式投機利益，貸付金利収入がある。

創業とのかかわりでは，安く入手した鉱i認を高い

時価会刊凶額で会社株式と交換ずることによる

益， E主た位々，会祉の利益の一定ノfーセントの稼

得とリンクさせた創業者株の取得などが加わる。

鉱山閥会の創始者たちの巨"Jiの富はもっぱらこう

鉱山荷会と「グループ・システム」

した源泉に依拠するものであった。鉱山調会の金

融会社としての性格は，彼らの収益ベースに明瞭

に反映されているわけである。

つぎに，（2）集中管理iこともなう一連の手数料収

入がある。 「顧問技士j手数料，「秘書役・本店」

経費，供給・販売代理手数料等々がこれで，形態

としては「経営代理手数料Jにほぼ対応するもの

とみてよい。以下，後者の手数料体系を中心に検

討したいわけであるが，手数料に関する豆確なヂ

ーターは各社の年次報特（注10），社史，研究文献にお

いても全くといってよいほど現われてこない。こ

のことは鉱山商会にとって，手数料収入がネグリ

ジブルであったからではなL、。逆に，巧妙な会計

処理で開示を避けなければならないほどの額であ

った，と私は考えている。たとえばアングロ・ア

メリカン街会についてみると， 「手数料収入jは

ととでも単独では示されず， 「利子収入jと込み

で年次報告がなされているが，両者の総収入に占

める比率は， 1970年代の前半では40%を越え，後

半では30%を越えているからである。

今のところ私が自をとおしたかぎりで，手数料

iこ関する唯一の具体的な指摘は，政府関係調査報

告と鉱山会議所の調査結来についてのす・グレゴ

リーのつぎの簡単な紹介だけである惟m。

(1) 1920年の LowGrade Mines Commission 

の報告によれば， 1914,1916年の時点で，砕鉱石

iトン当たりの「菅理諸経費J(administration ex-

pens釘）は，業界の総平均で1914年5.7ペンス， 1916

年6.3ペンスであったこと。

(2) 1948年の Commissionon Conditions of 

Employment in the Gold Mining Industryの調

査結果によれば， 1928,1948年の時点で，砕鉱石

トン当たりf本店経費J(head o泌cec叩 ts）は， 1928

年3.5ペンス， 1948年4.6ペンスであったこと。
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(3) 鉱山会議所の調査結果では， 1959年の時点

で，業界平均の「鉱山商会または本店の手数料」

(group or head o伍cecharg同は，砕鉱石トン当た

り9.2ペンスで，同年の平均生産費の1.6%であっ

た，と。 J・マーチンもわずかに（1）の調査結果に

言及するだけで，もっぱら，いかに安価で合理的

なシステムであったかの賛美に力点をおいてい

る。

したがって，つぎのような疑問が未解決のまま

なのである。

(1) 「管理諸経費」，「本店経費Jといった名目

で示される手数料は，上にみた手数料ν体系のどの

部分をカパーするのか。時期的な変遷については

どうか。

(2）手数料の徴収は一括に近いかたちでおこな

われるのか。それとも基本となる手数料があっ

て，それに副次的なコミッションが費目別に追加

徴収されるシステムであるのか。

(3) 手数料，たとえば「顧問技土」手数料の場

合，何をベースとして算定されるのか。最低額保

証はあるのか。

(4) 手数料の算Illと開示は，たとえば年次報告

などでどのようになされてきたか。

(5) 手数料収入のもつ経済的意味は何か。つま

りグル…プ・システムの本質と評価にかかわる問

題である。

まず，第l点であるが，マーチンら企業側は上

に報告された手数料は， 「顧問技士J，「秘書役・

本店」機能に対する手数料はもとより，供給手数

料，それに商会が派遣する取締役の給料まで含む

もの位12），と言う。企業側以外からの証言は入手

できなか叶た。第2点では，上の1959年の手数料

との関連での鉱山会議所会長のつぎの指摘が一

つの示唆を与える。 「鉱山会社に対する鉱山商会
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のサーヴィスの経費は，年々の管理手数料（admi-

nistration fee）と，それからたいていの場合，生産

費に計上される物品の購入価額にもとづいた追加

的手数料，それに商会を通じて発注されその監督

の下で建設される資本設備に対する手数料，によ

って償われるJ（注目）と。供給手数料，資本設錆設

置料などを除いて， 「基本手数料jに近い形での

「集中管理手数料」の存在を示唆するが，正確な

ところはわからない。

第3点についても供給手数料を除けば未詳であ

る。手数料の形態と料率，その変遷については全

く今後の課題である。ただ，フィリップスは，

セントラル・マイニング社の1923年の年次総会で，

伺社の手数料が，いくつかのケースで「傘下の会

社の利益jをベースにしている〈注14），と発言して

いる。後でみるように，同商会の場合，セントラ

ノレ・ "7-1ニング社が「顧問技士J，そしてラント・

マインズ杜が「秘書役jを分担する体制を取って

きたため，手数料が別々に徴収されてきた可能性

もある。利潤にリンクしているのは，「顧問技士J

手数料だけなのがどうか。ただ，この時点で手数

料の一部が利潤にリンクされていたことだけは知

ることができる。

第4点について，手数料を徴収する側と徴収さ

れる側からみてみよう。まず徴収する商会側では，

つぎの二つの会計処理で手数料収入の額は追跡不

能となる。一つは，手数料収入を商会の集中管理

に要した「一般管理費J(generalexpenses）との差額

として示す処理である。1938年のセントラル・マイ

ニング社の年次総会で会長P・R・フィリップスは

つぎのように発言している。「・・…・ご覧の通りわれ

われの会社の今年の一般管理費（generalexpens叫

は昨年より 1.4万ポンド減少している。これは主

に，われわれの会社がうけとる管理およびその他
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の手数料（administrationand other fees）の増加によ

るものである。われわれの横行にしたがって，これ

らの手数料は，当社の正味の一般管理費を算出す

る際の差引勘定項目として処理されているJC注15)

と。この憤行が非常に早い時期からのものである

ことは，同社の設立のところで触れる。

第3点でみた理由から同社の手数料収入の構成

は未詳だが，同社はロンドンの一等地に立地する

壮麗な本社ビノレでの集中管理費を手数料収入との

差引勘定だけで示し，手数料収入も一般管理費も

単独では開示しないのである。したがって，一般

管理費の操作で手数料収入はどのようにでも操作

できることになる（差引勘定後の同社の一般管法費の

推移については後出の第1表参照〕。

もう一つの処理は，手数料収入を他の収入項目

と込みにして示す方法である。 fセントラル・マイ

ニング社は，これまでもぎりぎり最低限の損益計

算しか示してこなかったが， 1914年には収入項目

を何と企部， 1本にまるめてしまったJ（注1(j〕。 1950

年代半ば頃まで，各商会は全収入を 1本で表示し，

その後も今日にいたるまで他のーっか二つの収入

項目との抱き合わせでの開示にとどめている。さ

らに問題を複雑にしているのは，このこつの処理

が同時に，つまり手数料の一部を一般管理費項医

の相殺勘定に回し，他を収入の項目に回すという

方法がとられてきたことである惜17）。実費部分を

相殺勘定に回し，正味の手数料収益の部分を収入

項目に閉しているのではないか，との推論も可能

だが確認できない。

つぎに手数料を支払う仮I］からみると，各社の貸

借対照表や損益計算書が簡略で補足説明もないた

め，確かなことはいえない。たとえば鉱山各社の

生産費の典型的な表示は，（1）鉱山経費，（2）砕鉱石

から金を抽出する経費，（3）一般経費，の3本から

鉱山商会と「グループ・システムJ

なる簡単なものである。（3）の一般経費についてだ

け， ｛｛）「鉱山J(mine), （ロ｝「本店J(h儲 d0伍ce）の

二つに内訳されている。この（ロ）「本店Jが手数料

経費であることは明らかだが，問題は付）「鉱山」

の部分に，たとえば f顧問技士j手数料などが含

まれていないのかどうかである。また，（ロ）の「本

店」経費が，しばしば雑収入と相殺された勘定と

して示されている。手数料の推定は支払い側の計

算書類からも難しいのである。

したがってマーチンやオッペンハイマーに代表

される商会側，それにグレゴリーやカートライト

ら社史編纂者たちが，コスト極小化の最良の経営

方式として，このシステムを絶賛する場合，はた

して各社にとって本当にコストが極小化されてい

たのかどうか，改めて問題となる。算出の根拠が

はっきり示されないかぎり，砕鉱石トン当たり向

ペンスといった数字だけで， 「経済的で合理的な

システムJと即断するわけにはいかないからであ

る。

事実，代理制の場合と同じく，とのシステムも

また， 「過去におけると同様，現在においても批

判を受けている」世間点をグレゴリーは認めてい

る。批判は，（1）商会のメンバーによる権利の濫用，

切手数料が割高であること，のこ点に集約される

ようである（注目）。後者の点についてはマーチンも

この制度を合理的と報告した先の政府報告のつぎ

の一節に言及するかたちで，この批判に間接的に

応えようとしている。 「グループ支配と本社管理

は鉱山会社にとって高いものにつき，全く不必要

な重荷となっているとの見解を表明した証人たち

は，そうした見解を支持する何ら直接的な証拠も

提示できなかった。ただ，この点で砕鉱石1トン

当たり幾シリングにもおよぶ緊要かっ広範囲にわ

たる節誠が可能である，という見解も確かに一部

9i: 



1982070094.TIF

では存在した……」〈注20）左。しかし誰が，いつ，

どこで，具体的に何をどのように批判してきた

のか，については全〈手掛かりがつかめなかっ

た。

以上，二つの側面に絞って検討してきたが，つ

ぎの｝:,i,も指摘しておかねばならない。まずラント

の深層鉱山の品位が非常に低位であり，金鉱脈層

そのものも時に数インチという薄さであった。し

かも深層部に向うほど品位は低下した。しばしば

上下1メートル幅ほどの斜坑での採鉱作業では機

械の導入が妨げられ，高度に，労働集約的であっ

た。他方，金の価格は1880年代から1932年まで日

ぽ一定であったから，鉱山商会の集中管理，コス

ト極小化への経営努力はこの面からも刺激され

た。 「収益性という点からみるなら，低品位鉱山

の場合，すべてが労働コストにかかってし、るJ,

「労働力が不足の時に生産費は最高となるj位21)

と， L・フィリ、yプスが直裁に指摘しているとお

りであった。

安価で大量の安定的な黒人地下労働者の調達に

企業努力が傾注され，鉱山会議所は労働力調達を

主たる目的として設立されたととは良く知られて

いる。黒人労働者の実質賃金は，戦前戦後を通じ

ほとんど上昇せず，アフリカーナをはじめとする

白人労働者の 10分の 1の水準におさえられてき

た。賃金支給総額は白人と黒人に半々の割で推移

し，労働力の構成では黒人は白人の10倍という関

係が続いてきた。

また，鉱山商会による流通独占は本国にとって

販路の維持在意味した。これら鉱山商会が取り扱

った物品・資材は，たとえば1930～32年の3カ年

平均で約1750万ポンドで，輸入品は590万ポンド

と全体の3分のlを占める。現地調達の大半はダ

イナマイト，電力・圧縮空気，石炭，食料，材木
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で，この5品目で全体の3分の2を占める。輸入

品は鉱業用機械・電機が中心であった（注22〕。

以上の検討からとりあえずつぎの三点が明らか

になろう。（1）低品位の深層鉱山開発の軸心となっ

たグループ・システムの下では，付）取締役の派遣，

（ロ）「顧問技士j，「秘書役・本店J契約にもとづく

集中管理，村流通と金穀の管理により，支毘集

中が強固に維持されてきたこと。（2）二重，三重の

集権的な管理システムによって，鉱山会社の経営

支配維持のために必要な商会の持株量は，そうで

ない場合に比ぺ大幅に減少し，その分だけ彼らの

株式取引＝投機，つまり金融会社としての活動＝

収益部市をより広範なものとするととができたこ

と。（3）集中管理システムはまた，それ自体，商会

にとって重要な収益のメカニズムであること。鉱

山投資が投機から徐々に安定した産業（独占〉資

本投資へと移行するにつれて，手数料収入は商会

のより大きなしかも安定的な収益源となってゆく

からである位23）。鉱山商会の手数料も，その「一

般管理費」化によって「先取り的性格Jの強し、も

のであった，と推測されるが，その実証は今後の

課題として残される。

この点に関連して第E節で触れるように，遅く

とも1970年代半ばごろまでに，各商会の主な傘下

会社に対する持株比率が，マジョリティーに近い

率に上昇していることである。つまり経蛍棒の支

配は取締役会の支配に足る「多数株所有Jで達成

されているとみられるにもかかわらず，なお依然

として集中管理システムがとられている池船。

狭義のグループ・システムのもつ擬制的性格が，

持株支配の完備される段階で，より露わとなるよ

うに，私には思われる（注25）。

（注1) つぎのよ者機能iこ〆）いては， CM口氏M 洲会
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の南ア側の最高責任者で南ア鉱山会議所の実力者であ

った J・マーチンの前掲論文“GroupAdministration 

…”をZ去に義理した（お徴的には Gregory, がj搭

i'l, 598ベー νのチャートがよい〕。この論文は，I帝大戦

間期のグノレーブ・システムに関ずるほとんどl准ーのも

ので，ライパんであったE・オッベンハイマーもこれ

を向く評価していた（“GroupControl，＇’ The South 

African Mining and Engineeriπg Journal, ヨハ

ネスプノレグ， 1930年4月5日， 146ベージ。なお本誌

については以下 SAMEJournalと略記する〉。 S・

H・フランケんやT・グレゴリー，最近のA・ジーヴ

ス， R・V・キュピセックなども，このシステムの理

解に関するかぎり， J・7 ーチンに依犯しているよう

に比lわれる。 なお， TheStatistや TheEcon酔出st

とし、った経済紙， SAMEJournalιいった専門線誌
も，栄引を頼りに調べてみたかぎり，このシステムに

ついてはほとんど言及がない〈なお， SAMEJournal 

はけJア経済の研究に欠かせないものであるが，関東

学院大学所J訟のものを午ljJ!lさせていただいた〉。簡

単な言及としては次の二つがある。“SevenGolden 

Houses，＇’The Fortune, 1946年12月日， 162～200ベー

；“The Group System: Minimum Investment, 

Maximum Control，” Farb出， 1973年6月15Fl, 49ベ

・・-：／。

（注2) 鉱山金融商会の金融投資会おとしての性格

については生JII栄治『イ咋リス金融資戒の成立』第5

章に詳しい。

（注3〕 代理制についてはがI掲の拙蒋を参照。

（注4) Martin，前掲論文， 541ベージ。

(/l 5) 1fo 娼柑l著， 27ベージ。

（注6〕 Martin，前掲論文， 541ベージ。

(1主7) 前掲拙者， 28ベージ。

UL 8 ) Martin，前4討論文：， 543ベ ジ。なお，採

鉱山蹴円lj技術についてい， BlackR‘A. L.，＇‘Develop-

ment of South African Mining Methods，＇’。＇Ptima,

1960年6}j ,J; Hill F. G., ＇‘Special Teclrnic1ues for 

Ultra-de巴pMining，＇’ Optima, 1960if 3 JJり。

（注9) “Seven Golden Houses，” 166へージ。

（注10〕 本稿で利用した会社年次報告は， TheSta-

tist, The Eco河omist,SAME Journal,= 'lk；，＼主されて

I.' ;:, i，のであるが，年次が iごろに〆j1 I.・,: J，己lf＆：阜、簡略化

9：；.，似1向にある。1940｛ドIJ'i/J、i';6()ipはまさーに／ノいては，

'i＇・陥 III大学商学部教員凶必'ii:にi七γ鉱山会社を含む

9五山商会と「グループ・システム」

大量：のコレクシ三ンがある（詳しくは，平稲田大学商

学部大学院商学研究科・産業経営研究所『外国企業年

次、以約書所蔵ロ録』 1974年を参照〕。絞近年次につい

ては関東学波大学経済学会の手で体系約な以立が開始

されている。

(;Hl〕 Gregory，前掲喜， 90～9,1へージ。

(/112〕 九f紅 tin，前掲論文， 546へージ；向上iL

92～93ベージ。
（注13) Gregory，向上書， 93ベージ。

（注14) SAME Journal, 1923年6月30日， 499ベ

』－ ：／。

（法15) The Economist, 1938年5月28日， 508ベ

ン0 fc］様な指摘は，アングロ・アメリカン荷会の年

次報告でtなされている （SAl'vfEJournal, 1938年5

!J 7け〉。

(i:116) The Statist, 1915年5月8Ll, 242ページ。

（注17〕 オッベンハイマーは同商会の総会で次のよ

うに会計報告を行なっている。 「事業の運営費である

ゆ般管JIJ!費（generalexpenses）は，すでに受けとった

手数料と未回収のそれを差し引くと 2万7881ポンドと

なる…・’v……株式取引がわれわれの収益に大きく武

獄（たと；れ、ぇ，利子，社債不1:/J、，諸々の手数料それ

に配当から札，われわれの収入が重要なよ許加を示した

こ二バ自ぜ工しいことである…・・J (SAi¥1E Jou，・11al,

1938午5JJ71J,322ベージ）と。

（注18) Gregory，前掲書， 92ベーン。

（注19) 同上。

（注20) Martin，前掲論文。

（注21) The Statist, 1922年6月24H, 1123ベー

ン。

（注22〕“Whatthe Mines Buy," SAME Joiげnal,

19::n 1r 1 11 1 El, 144ベージ； HJ:-l2斗ド4汀16n, 168ベ
シ； 19：沿午8Jl12El,4.日ベージ。

（け2め たとえばアングロ・二〆メリブ J(Y:よごしつ場合，

r w10’ド波：工株式花氏にとって」、りう主 i去りある年で
I tなかったが，われわれのJ以人の多く lH'il、＇・i，平lj-fそ

れに清々 ，／）手数料といった経常的な日忠良から，；Iさlflさ

れた」 （SAMEJournal, 1941年 5JJ 3 l.l, 269ヘー

シ〉と。

(11:24）佐伯前掲論文 20～31ベージ。

（汁25) マジ：＇ 9ティーのt!it;~ ちた内：ド：t ；！）代理i憾の

機能と dむ J~については， rJlj掲む衿心証（＼ :1れ；有3節「支

配当：，1,t幾百＇/ivコ再編」参照。
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II 「シティー南ア」鉱山投資の

支配集中

グループ・システムは1890年代前半期にラント

の深層金鉱山の資本主義的大規模経営の過程でそ

の原型が形成され，第一次大戦直後までには確立

していたとみられる。ラントの深層鉱山の開発は

つぎの点でキンパリーのダイヤモンド鉱業に全く

依存するものであった。まずキンバリーで培われ

たロスチャイノレドらヨーロッパのマーチャント・

パンカーをはじめとする資金提供者のグループへ

の依存，キンパリーで蓄積された資本と技術，そ

れにダイヤモンド，同鉱区，同鉱山会社株を手広

く商った商人・金融業者出身のダイヤモンド鉱山

企業家・経営者への依存である。

ラント金鉱業で確立したグループ。・システムは，

1917年創業のアングロ・アメリカン商会｛こより金

鉱開発でただちに踏襲され， 1930年にはダイヤモ

ンドの生産と流通の独占を達成したε・オッベン
ハイマーの手で，ダイヤモンド鉱山経営にも導入

されることになる悦1）。グルーザ・システムの原主！

とされるラント・マインズ（RandMines）干土は，

1893年に，最大手の鉱山商会ウェルナー・パイト

商会（以下， W=B商会と略記〕の鉱山投資信託

（資本金40万ポンド，額面1ポンド〕として設立され

た世2¥W=B商会の前身， ］.ポルジェ商会は，

1873年頃からキンパリーで営業を開始した大手の

ダイヤモンド商会で，パリに本拠を置きロンドン，

キンパ 1）ーの3地点を結びながら，ダイヤモン Ji

と同時に，キンパリーのダイヤモンド鉱山会社株

やダイヤモンド鉱広の売買に従事した。 1880年代

後半期，ラントの巨大な金鉱脈の発見にともない，

同商会はラントに新しく拠点「エクスタイン商会」

を設け，金鉱区や金鉱会社株，土地売賀，金貸し
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業の広範な営業に進出する。エクスタイン商会は

自らの勘定（aαount）で同種の業務を営んだばか

りでなく，同商会のパートナーであったノξイト，

エクスタイン，フィリップスらは，商会の勘定と

は別に，彼ら個々人の勘定でも同じ業務を営んだ。

1889年， J・ポルジェは，同商会の事業を 2人

の卓越したドイツ系ユダヤ人のパートナー，ウェ

ノレナーとパイトに議り， 2人はこれをW=B商会

と改め，本拠をパリからロンドンに移す。ウェル

ナーがロンドン，バイトが南アという分業体制で，

向調会はキンパリーで培った資金力とロスチャイ

ルドらシティとヨーロッパの資金提供者のパッ

ク，欧米の優れた地質学者・鉱山技士の動員によ

って中央ラントの深鉱区を大々的に買い占めてゆ

くのである。

ヲント鉱!lH土，ヨハネスブルグを中心に東西に

およそ100キロメートル近くにおよぶ露頭鉱脈と，

この露頭鉱脈が，さらに南方に向って地中深く傾

斜する長大な潟ぶ状の深層鉱脈とからなる（後年，

鉱脈はさらに巨大なアーク状となって広がっているこ

とが確認され，全長実に500キロメートルにおよぶ潟勝

形状の鉱区を形成することになる〉。 1880年代末から

90年代はじめにかけ，深層鉱脈の連続した存在と

その企業化の成算を確信a した2人は，中央ラント

つまりヨハネスブルグから南へ数キロメートyレに

広がる土地の翼占めに奔走した。投機的性格がき

わめて強かったことから，ブーア入農民の所有下

にあった用地の買収費用は，「杭打ち代JC注3）＇つ

まり開い込み費だけという安さであった。

東ラントに広大な石炭層が発見され， 1892年9

月にはヨハネスプルグに鉄道が開通し，動力源と

インフラの問題は解決された。また1890年末まで

に黄鉄鉱に間着またはその結品体として賦存する

深層の金鉱石から金の抽出率を画期的に高めたマ
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ッカーサー・ブオレスト・シアン化法が導入され

た。従来の水銀アマルガム法では60%以下であっ

た抽出率が伺%にアップし，深層鉱業の渓望は大

きく聞かれた（注4)0 しかし探層鉱業は，露頭鉱業

に比べはるかに巨額の投資と長期の懐妊期間を要

した。当時でさえ 1社あたり60万ポンドから 100

万ポンド要したのみならずきわめて投機的性格の

強い事業であった。

W=  B商会は，ヱクスタイン商会と組みこれら

の鉱区をラント・ 7 インズ社を通じて， 1894年か

ら95年の金鉱株ブームに乗じ， 一挙に資本イとす

る。ラント・マインズ社は，鉱区の現物出資によ

り9社の深層鉱山会社の持株会社となる（これら9

社の鉱区は約1800区画で 1100万平方メートルであっ

た〕。分散投資による安定的な高配当の可能性とい

う新機軸が当たり，ラント・マインズ社の株は

1895年10月には額面の45.5情という空前の高値に

登りつめ，傘下各社の株式の市場消化にも好影響

をもたらした。 W=B商会に所属する 9社に対す

るラント・マインズ社のポートフォリオをみて

おこう（注5〕。 1897年末時点で9社の発行済株式

368万株 (1ポンド株換算〉のうち214万株つまり60

%を所有した。 1902年末では510万株のうまう276万

株， 54%を所有し， 1905年には527万株のうち268

万株， 51%を占めた。なお同社は，エクスダイン

商会に属する 9社についても 1902年末で総数418

万株 C1ポンr株）の19%, 1伺5年末で423万株の
20%を所有していた。

ラント・ γ インズ社の成功にもかかわらず， J,i]

尚会がその後，吸収合併した鉱区の企業化にはさ

らに大最の開発資金が必要であった。ウェルナー

は22年ぶりにラントを訪れ，自らのf]でうントの

深肘，さらにその南かに速なる深h溺の千f塑さを

再確認したあと， 190:3年ロンドンにγフリカン・

鉱山治会と「グノレープ・システム」

ベンチャーズ・シンジケート（AfricanVentures 

Syndicate Ltd.資本金20万ポン F＇，額面 1000ポンド株

200株〕を設立する。それでも不足したため，これ

を吸収し発浸させる形で， 1905年に投資信託セン

トラノレ・マイニング社をロンドンに設立したり鉱

山投資信託としてはシティでも前例のない600万

ポンド（額面1ポンド株の600万株〕とし、う空前の規

模であった。

1906年のバイトの死去と自らの老齢化から，ウ

ェルナーはパートナーシツブ。事業の永続化を思案

していたが， 1910年末，同商会（ヱクスタイン荷会

を含む〉事業のセントラル・マイニング社への移

管という形で結着をつける（ダイヤモンド事業は徐

く〕。 二つの商会のパートナーは， 全員セントラ

ル・ 7 イニング社の終身取締役となり， 5%配当

後の同社の金利益の25%の先取権を確保した。パ

ートナーたちの資産は時価評価換算で伺社の株式

と交換された。ウェルナーは時価が回復するのを

まっていたが，1910年，ちょうど南ア連邦がイギリ

ス帝国内の自治領として結成された時に移管を行

なった。セントラル・マイニング社は，鉱山金融

期会としての業務を受け継ぎ株式取引を針常業務

とする－）J，ラント・マインズ社はグループの持

株会社としての’性格を強めてゆく。後者はー負ーし

てそのポートフォリオを公開してきたがf注品），内1j

考の方「は株式投機業務iこ支障を来たすとの理由で

一切，公開iこは応じなかった也7¥

グループ・システムの形成という観点から，1911

年のが！と後でつぎのように整理できょう。 1お9;;1-f

から1910年末までの時期では，＼Vヱニ 8閥会（エク

スタイン商会きと含む〉は， ラント・マインズ干土と商

会自らの持株でグループ各社の株式のマジヨリテ

ィーを維持し，閥会の代炎を取締役会に送り込ん

だ。と同時に，商会は，ラント・ 7 インズ社と組

9ラ
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んで，数名の技ごととし 2名の秘書役を，各社に

共用の「顧問技士j，共用の f秘書役」として，兼

務させる方向で，集中管理体制を志向する。とく

にブーア戦争以後，ウェルナーのリーダーシップ

の下で，ロンドンのコントロールは一段と強化さ

れ，共用の「顧問技士Jはしばしば各社の鉱山支

配人と衝突するほどであった供8)0 

1911年を両期として，セントラノレ・マイニング

社は代表を各社の取締役会に派遣すると同時に，

同社自らが，直接，各社の「顧問技士Jとなり，

ラント・マインズ社自らが，直接，各社の「秘書

役JCtU〕となる。 これで「シティー南アJの集中

管理．体制は，制度としてはほぼ完成する（ただし，

十分に機能する主でにはなお時間がかかった）。 「＼，＼＇二

日商会は，その取締役のほとんどが同商会の雇わ

れ人であったラント・ 7インズ社と，それに同商

会の選任する顧問技土‘とを通じて，南アの諸会社

をコントローyレしてきたのセントラルーマイニン

グ社はこのシステムを踏襲して支配を維持してき

たのであったjUHO¥

この期の手数料については米詳だが， 1910年末

のセントラノレ・マイニング社の臨時総会でウェノレ

ナーはつぎのように指摘している二 W=B商会の

：集中管理機能を受けつぐことで同社の一般管理

費，つ;I:り有能な技士，各部門のよ毛，スタップを抱

える巨大な組織の運常費は増大するであろうが，

「しかし株主の特さんは，これまで閉会の乞のぞあ

った重要な収入源を新たに計ることになるのであ

り，これが附加した管理費全大1iu¥（.二埋め合わせる

ことになるでし上うJ（比11〕と。同商会は&1-＼、時期

から手数料を会社管理費と相殺する経理方法をと

ってきたことがわかる。なおウ t fレナーは， 1912

年にl1507f;Jfンド（バイトは800/hJ・;> J:' Jのj量産を

残して1仕合去 J》た（ちなみに：当時の熱人労働者の月以
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は2.5:f.ンド程度であった〉。

つぎに， 「シティー南ア」体制下の集中管理機

構を1930年の時点で具体的にみておこう。 CM=

RM荷会は1928年のラントの全金鉱会社34社のう

ち14社を傘下iこ収め，ラントの全砕鉱石3000万ト

ンの44%，全産金額4200万ポン iごの 44%を占め

た。 2｛立はヨハネスブルグ・コンソリデイテイツ

ド・インベストメント（JohannesburgConsolidated 

1nvestment，以下JCIと略記〉商会で， 7社を擁し全

砕鉱石の27%，全産金額の28%を占め， 3位に浮

上したアングロ・アメリカン術会は3社でそれぞ

れ8%, 10%を占め，高度の寡占状況を形成して

いた岨12〕（付表参照〕。

セントラノレ・マイニングネ土とラント・マインズ

？土を含む同グルーフ。の金鉱その他の鉱山会社， 19

干土につヤてみようt注13¥(1）セントラ yレ・ 7 イエン

グサーを除いてすべてが南ア会社である。（2）セント

ラル・マイニング社の役員構成は取締投10名，マネ

ージャー511（ロンドンj)¥IJ3名，現地似1]24;），顧問技

士3名（ロンドンflll]1名，現地税12'fl入秘書役2名

（ロンドン側 1名，現地官＼1]1~），「トランスブァー・

セクレタワーjとして A.Moir& Co.，本社はロ

ンドン・ウオール街ピルで現地事務所がコーナー・

ハウス内におかれた。（3）セントラノレ・マイニング

社はララント・ 7 インズ社を除く17の現業会社に

対して「顧問技士j (2人の現地銀lj「投オ：Jが半々に

分十IIして兼務〉となり，ラント・マインス、祉は「秘

m吃jとな pて，＇｛：， 0 (4)18の現地登鍛会社はすべ

て：；f，：から行名で構成される「口ンドン委員会J

をもっぺU4＼またセントラノレ・マイニング＋！；の株

き換え等の事務を行なうトランスブア

ー・セクレタリー A l¥foir & Co.は， i有ア会社

Hit！の「ロンドン｛日I］総書役Jを兼任する。各社の

pンドン事務所は本社ピル内におかれる。（5）セン
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トラfレ・マイニング社の取締役3名とマネージャ

ー2名は，ラント・マインズ社の取締役8名のう

ち5名を兼任し，後者の人的支配を維持している。

(6）取締役の兼任状況では全19社のポスト総数149

のうち，この 2社の役員10名が101(68%〕のポス

トを占める。 「ロンドン委員会jについても総ポ

スト67のうち，セントラyレ・マイニング社の3役

員が34のマジョリティーをおさえている。

つぎにJCI商会のグループaについて主な金鉱会

社6社と同商会の7社についてみておこうっ（1）全

社がl有ア会社で「ロンfン委員会jを持つO (2) 

JCI商会は， 13名の取締役と 1名のぞネラノレ・マ

ネージャー， 1名の秘書役それに 1名の顧問技士

を持つ。ロンドン側にはマネージャー 1名，秘書、

役1名，顧問技上 l1'1を置く。（3）向指会の宿ア貌！J

の顧問技士G•H・ベティー個人が全社の顧問技士

を兼ねる。（4）各社の秘書役は同商会が兼務する。

(5）鉱山会社6社の取締役総数は43で4名の商会役

員が過半数の24を占め，ロンドン委員会のおのポ

ストについても同じく 3名が16を兼住している。

アングロ・ア升リカン商会のグループ。に潟する

鉱山会社（ローヂシアにな地する会社も含む） 7社に

ついてみよう。（1）問商会を含め全社が南ア主主記会

社である。同商会は，同閥会の4名の取締役から

なる［ロンドン・コ二一ジ1 ントjおよびロンドン

側秘書役1名をシティに持つ。傘下の6社は各々

Hンドン委員会を持－）0 (2）同商会は，各社の「顧

問技てl:J, r秘書役じさらに持株，金融等，鉱山

商会としての機能を集中しているの（3）向満会の役

員i構成では， 1511の取締役， 2名のマネーゾャ

uもの秘書役，技術陣として顧問エンジニア，顧問
議機技士，地質学専門家などヨハネスブ勺レグに 5

q;，二｜七ローデシアに 34;持つ。（4）取締役の兼任に

ついては，商会を含む8社の59のポストのうち，

主主lむ務会と「グループ・ γステム」

商会の役員7名が33(56%），同じく 3名がロンド

ン委員会の26のうち14を兼ねている。

こうした「シティー南アJ体制は第ヱ次大戦後

の1946年末でさえ， 「ラントの各商会の役員・ス

タッフはロンドン取締投会の指図の下にある管理

人（caretaker）にすぎないJ（注1むといわれるほどで

あった〈アングロ・アメリカン商会は例外とされる〕。

つぎに第1表からセントラノレ・マイニング社の

営業内容を繍単にみておこう。この時期は金価格

の上昇で南アはブームに湧いていた。街路な決算

報告しか入手できないが，いくつかの点を確認す

ることができる。第1点は鉱工業投資に加え，巨

額の一流金縁証券に投資してきたことである。同

社はウェルナーの時代から余裕資金の慎重な運用

を図ってきた。一つは投資の多角化， 1国際化によ

る危険分散であり，もう一つは本国公債などへの

安定した資金運用である。キュピセ、ソクによれば，

1911～12年現在におけるセントラル・マイニング

社，ラント・ 7 インズ社の投資総額i土市価評価で

2183万ポンドであった。このうちアフリカへはラ

ント金鉱の 1676万ポンドを中心に 1941万ポンド

(89%〕投資されている。すでにこの時点で残る

242万ポンドが南アから引き上げられ，海外投資

に凹されていた。その内訳は，イギリス 114万ポ

ンド（5.2%），ヨーロッパ87万ポンド（3.9%），北

米・中南米41万．ポンド（1.8%）であった〈注16）。

1920年頃についてはセントラル・マイニング社

のものしか入手できず，また海外投資の国別分類

もなされていないがー直接投資を中心とする株式

投資は1920年末現在で471万ポンド，証券投資が

102 JJポンド， 合計573ガポンrの投資残高であ
った。株式投資471万ポンド (100%）の内訳は金

・ダイヤモンド鉱業301万ポンド（臼%〉，その地

の鉱業部万ポンド（11%），石油・石炭・工業ほか
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第1l褒 セントラル・マイニング社の決算概略表

（単位：万ポンド）

r 33 I 193 1934 1936 1937 

(1) 式投資言正 ほ .1 505.1 540.5 653.7 706.2 
(2）縁.7 211.7 214.6 380.9 199.0 
(3) .2 106.7 153.5 264.5 209.2 
(4) .6 614.2 576.9 428.6 833.2 

86.8 88.6 79.4 

(6）運営・管理 .8 6.0 5.8 6.4 5.0 
(7) 税阻純 .0 6.3 7.2 7.5 13.5 
(8）利 .6 70.2 73.8 74.7 69.4 
(9) .3 45.0 47.5 56.0 47.5 
(1同積 .0 12.5 17.5 15.0 10.0 

一一一 一一
〔出所） The Economist, 1936年5月16[:l,377ページ； 1938年5月14!=1,375ページ。

93万ポンド（20%），土地・不動産24万ポンド（5

%〉。証券投資102万ポンド（1加%〕については，

イギリス本国公僕81.4万ポンド（80%），イギリス

の鉄道債・公共事業債ほか9.3万ポンド（9%）な

どとなっている。なお，第一次大戦時のイギリス

本国公債の消化による帝国への協力はさらに大き

かったとみられ 1918, 19年時点での同残高は 200

万ポンド近い額となっている（注17）。

その後も南アからの余剰資金の流出は続いた。

しかし1931年にイギリスが金地金本位制から離脱

し， 1932年末に南アがこれに追従したため金価格

は急上昇し，金鉱投資が見直されるととになる。

1934年には100万ポンド（額面1ポンドの優先株1万

株発行〕の増資がなされ，鉱山会社株を買い増し

ている〈注18）。その結果， 1937年の同社の株式投資

残高706万ポンドの59.5%,420万ポンドが金鉱投

資残高であり， 1938年には62%に上昇する（注19¥

とはいえイギリス本国公債をはじめとする証券投

資残高は1936年にはなお 380万ポンドにも達して

いる。

第1表はまた，第2,i;工として鉱山金融商会とし

ての巨額の融資残高と現金保有についても明らか

にしている。商会の専属に近い多数の株式プロ

98 

ーカー，その他の顧客，関連会社への融資残高は

200万ポンドを上下し，短期の運用に回される現

金は同社の資本金440万ポンドを越える規模であ

る。

また同社の経営管理費が手数料収入との相殺勘

定で処理される結果，一賞してら万ポンドから 6

万ポンドという額で推移していることも明らかに

なる。堅実とされた同社の場合でも 7割前後の配

当性向を推持し，本国，ヨーロッパの投資家に対

し利益が還元されると同時に，高い株価の維持の

図られたことが示されている（他のク勺レ－ 7•につい

ては付表参照入ただし，配当利回りの方は惜別，

1935～39年で5%前後にとどまっていた。ブーム

につられて高価で株を買った一般投資家にはそれ

ほどうま味のある投資ではなかったということに

なる。

同商会は，南アの英連邦脱退直前の1957年まで，

fセントラル・マイニング社ーラント・マインズ

社」の体制を継続する。なお例年の改溢では（1）新

たにポンド会社セントラノレ・マイニング・ファイ

ナンス（CentralMining Finance）社を設け，セント

ラノレ・マイニング社の事業を新会社に譲り，セン

トラ／レ・マイニング社は新会社の全株をもっ純粋
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の持株会社となった。また（2）セントラノレ・マイニ

ング社の「顧問技士Jとしての集中管理機能はラ

ント・マインズ社に移管された。 {1）は節税のため

の組織変更で，この改組だけで400万ポンド節械

できたとされる。（2）は南アの経済ナショナリズム

への対応として，南ア登記会社であるラント・マ

インズ社に対し「自治権の拡大jを許した措置と

される（ただしセントラノレ・ 7 イニング社はラント・

-;, 1ンズ社のi北大株主としての立場を変更してはいな

い）Cft21＼しかしその後，同商会はアングロ・アメ

リカン商会とパーロウ（Barlow）商会によって吸収

されてしまうのである。

なおラント・マインズ社（1957年7月の改組前の

資キニ金は55万ポンド〕についてヲ創立の1893年から

再編時点である19昨年までの収支決算の総括表が

利用できる。最後にこれをみておこう。この間の

配当収入は4102万ポンド，株式売買主主653万ポン

ド，その他の雑収入360万ポンドで介計5115万ポ

ンドの収入をあげている。手数料収入を相殺した

後の管理費が 297万ポンド，税金 126万ポンド，

投資積立金730万ポン F，配当金3918万ポンドで

あった（住22)o189:3年に40万ポンドで設立された同

社は，この間，資本金の 130倍近い収入と 1仰倍‘

近い配当を行なってきた計算になる。

(il 1) Jessup, Edward, E円zestο＇PPenheimer,
,1 Study in Power, P ンド：，， , Rex Collings, 1979 

ijc, 187ヘージ。

(/U) W0=B尚；，L上rrj司 fl に •＂）L、てじIXドっさ

f. 1'.'lιi 0 

Seymour, Fort, C., /lljred Beit, A Study’of th<' 

l¥.fan and his iv 01・・k, p ＇／ ト〆， lvorNicholson & 

Walson, 19321ド； Cartwright,A. P., The Corner・

H1usc, The Early History of Johannesburg, " :., 

iン，九facDonald,1965;1＇・；トJ, Golden "1ge，γhe 

ぷ：toryof the Industrialization ，ゲ South,1frica 
and the Part Played in ft by the （》rnerl{ousc 

鉱山商会と「グループ・システムJ

Grou1うofCompanies 1910-1967，ヨハネスプルグ，

Purnell & Sons, 1968年； Fraser,.Maryna; Alan 

Jeeves, All that Glittered, Selected Correspondence 

of Lionel Phillips 1890-1924，ケープ・タウン， Ox・

ford University Prεss, 1977年； Kubicek,Robert 

V., Economic Imperialism i河 Theoryand Practice, 

The Case of South African Gold Mining Finance 

1886-1914，ダラム， DukeUniversity Press, 1979 

年。

（注3) Seymour，前総書， 108～109ベージ。

〈注4〕 本節（注3）の文献のほかに， Letcher,0., 

The Gold Mines of Southern A介ica,Ristoゥ，

T此・hnologyand Statistics of the Gold Industヮ，

ヨハネスブノレグ， 1936年が通史として詳しく，ま f：谷

!1栄一川「マングロニポーγ戦争におけるランド鉱山金

融会社の経済的科書についてJ仔経済と経済学』第37

1ザ 1976年2Tl）がある。

(iJ 5〕 1897"'t工｛こっL町ては TheStatist, 1898年4

月23口， 681ベ一戸。 1902年， 1905年；こっ1ぜ、てはわjじ

< 1904年6J] 4 H, ixベージ； 1906年5J119汁， vベ
γ。

(i1:6〕 ラン；・ 7 インズ社の主な傘下会話ょにJ,jj 

るボ一、ブォソオのその後のウヱート ＜！） 推移をみる

と， 1918：＋末現衣， 12t1:cr，払込済株式総数（ 1ホンド

株換rnu123s万株で，向社の保有；ま 248万株と平均
20%。193711二月U>llれの総数は［JJじく 11911i株て向社

の保有マ：:n32JJ株， 11%であった。いずれも Skinner,

Walter E., i'vfining Year・Bookのf千年並｛上り計算。

(it 7) たとえば TheStatist, 1913年5月3日，

401ベージ。

(ii: 8) この点は Fraser;Jeeves，首1T}:i;¥者， 10～11

ムい必ン刀、b一 しL、。

（討9) The Statz・stiこ転車比されているお持の各社

ノJ決算銀行から確かめられる。

uuo〕 Cartwright, Golden Age ...... , 326ベ

(ltll) The Statist, 1910年12Jj己41L 1661ベー

ン，心.＇；， アゴルナーのこの会社nは移符＜／）内谷を：匁！ろ
！こで翁習さな資料である。

(rl12) tv!artin, titr総論文， 553ページ。

(1113) U.ト；； Afining Year Book J)l930 "Iかい. 

,, 0 

〈注14) なれ，この「ロン F：，.，ノ委員会Jに｛鉛濯して，

99 



Ⅲ　多国籍複合企業の集中経営管理

1982070102.TIF

パリの株主からバりにも「パザ委員会jに棺当するも

のを設けるよう要求が出ていた。しかL銭果的には無

視されたようである （TheEcon仰 iist,1931年5月30

日， 1186ベージ）。

（注15）“SevenGolden Houses，＇’ 186ベージ。

（注16) Kubicek，前掲蓄， AppendixA. 

（注17) 以上は TheStatist, 1921年9月10日， 397

へージ。

（注18) The Economist, 1935年6月1日， 1272ベ

- ：／。

（注19) 向上， 1939年5月13日， 396ベージ。

（注20) SAME Journal, 1938年9月17日， 61ベ

ーシ。

（注21〕 以上の改組については， Cartwright,Gold-

en Age・・・・田・， 325～328ベージ。

（注22) Annual Report: Rand Mines, Ltd.1957, 

13ベージ。

E 多国籍複合企業の集中経営管理

1961年の英連邦脱退後，一方ではアメリカ系多

国籍企業の南ア経済への積極的参入によるアメリ

カ資本の強化がみられ，また他方では鉱山商会の

「南アJ化が一段と進行することになる。長期に

わたる七大鉱山商会の協調的な寡占体制は，この

「南ア」化の過程で一大再編成を迎え，結果的に

は弱肉強食を経て，より少数者の支配へと導かれ

つつある（注1）。

L• フィリッフ。ス以降，積極果敢なリーグーシ

ップに恵まれず，保守的で安定指向の強かった

CM=RM商会が，まず姿を消す。 1960年代はじ

め，改組後まもないセントラル・マイニング社は，

アングロ・アメリカン商会（以下AA C商会と略記〉

に吸収された。 1971年にはラント・マインズ社が，

南アの工業部門における最大のコングロマリッ

ト，パーロウ商会によって吸収され，パーロウ＝

ラント商会となる。

また， JCI商会は， 1960年代のはじめに AAC

100 

商会の下tこ組み入れられ， AACグループ。は1981

年3月末現在， JCI株の41.3%を保有している。さ

らにアフリカーナ系のこ大鉱山商会，ゼネラノいマ

イニング（GeneralMining）商会とユヱオン（Union)

商会は， 1970年代半ばの一大再編プロセスの中で

関係を強めていたが， 1980年3月，前者は後者を

100%子会社として吸収してしまった。 こうして

七大商会は， ACC商会，GM＝ユニオン商会，パ一

口ウ＝ラント商会それにゴールド・フィールド

(Gold Field）商会の4グループ。に集約された〔注2）。

こうした再編のイニシアを撮ってきた AAC商

会についてはすでに佐伯氏によって議論が尽され

ているが，残された紙幅を利用して第1図をもと

に概観しておきたい。 AAC淘会の年報に毎年報

告される組織図が示すように，同商会は70年代後

半を通じてかなり激しい組織構成の変化を経てい

る。他グルーフ。の動向，さらにはおjグループの最

大のノミニー・カンパニーとなっているパークレ

イズ銀行（BarclaysBank）などの動静を踏まえなが

ら，できるかぎり多数の企業のコントロールを維

持し，会社法や税制に巧みに対応する国際投資戦

略が，そこには反映されている。最近の傾向とし

て相互持株関係の簡略化がみられつぎのような支

配の構図が明瞭に浮かび上がってきた。「E・オッ

ベンハイマー父子商会」ー「AAC商会・ド＝ベー

ノレ（DeBeers）社・ミノルコ（Minorco）社・チャー

ター（Charter）社J－「業種別地域別金融投資会

社J－「事業会社群jという重層的な支配の構図

である日幻。父子商会がその全資力を AAC商会

に投入し， 8.2%といわれる AAC閉会の持株支

配位Uを通じて金融投資会社を支臨し，それ以下

の数百におよぶ企業に対する直接・間接のコント

ロールを達成しているのである。

ド・ベール社は1931年以来，傘下のダイヤモン
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鉱山萄会と「グループ・システム」

第 I図 アングロ・アメりカン街会グルーフ。の組織構成略図（1980/81年〉

E. Oppenheimer & Son 

8.2% 

Minerals & 
Resources Corp. 
1.4(24.3）億米ドノレ

Anglo American Corp. of 
South Africa 
0.226(38.4）億ラント
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* AAC Zimbabwe 
0.28(1.6）億νンノ、ブウュ・ドル

AAC Botswana 
(160）万ブラ

Australian AA 
56(1475）万オーストラリア・ト Pレ

AAC do Brasil 
［産金］ (6000）万米ドル

［その他］ (6500）万米ド Jレ

本AfricanderLease ( t,'ノド金未ぷ）（44.6t 17.5) 

*East Dagafontein 373万ラシト(13.3十 O.)

*East Rand G.U. 2000万ラ〆卜（36.7 + 20.0) 

本ElandsrandG.M. 1500万ラシト（49.7寸23.l'

52%ム
*AA Investrn田1tTrust 
ι 0.1(10.5）／窒ラント
10% 

49%1 •AA Gold Investment 
0.24(21.8）億ラント

49%1 * AA Industrial Corp. 
0.27(7.2）億ラント

% 
100 I* AA Insurance Holding 
0. 002(8. 2）偲ラント

牟PresidentSteyn G.M. 728万ラ／ト（16.0+20.6)

* South African Land & Exp. 230万ラ〆ト(19.0十0)

*southvaal Holding 1300万ラント（9.7+13.3)

*v aal Reefs Exp. 950万ラント（9.9+16.4)

*Free State Ge削 dm万ラント（2.2+20.21 同 WelkomG.M. 613nラント(11.0+18.8)
* Free State Saaiplaas 2810万ラン I・ (16.2+19.2）→＊western D叫 L巴vel5000万ラント（28.7+ IS.2) 

* I President Brand G.M. 702Jiラント111.1,20.0 ）し~Western Holdings 375万ラント（6.4+20.9)

（出所〉 アングロ・アメリカン商会（AAC)の1981年の年報をもとにド・ベール（DeBeers）社，チャーター（Charter)

社の各年報などより祷玉。
（注〉 (1) カコミ内の会社の数字は，最初の値は資本金額を示し，カツコ内の値は EquityCapital （普通株式資

本金と内部留保の合計）の時価評価額をぷす。
(2) ＊印はAACの狭義のグループ。・システム下にあることを示す。

(3) AACのカコミ内の会社に対する持株比率は， AACとその子会社〈：複数〉の合計持株比率である。

(4) 図下側の産金会社14社については資本金額を示し，カッコに示されている最初の数字は， AACおよびそ
の子会社（複数〉の持株比率を示し，後の数字は AAGoldとその子会社 OFSIFとの持株合計比率を示す。

l5l r・ベール社の他社に対する持株比E村主，ド・ベール社およびその子会社〈複数〉の合計持株比率であるe なお，
ド・ベール社らは本図の金鉱会社を含むAACの傘下会社に対しでも広範な持株機能を分担しているとされる。
(6) 81年3Jj末の換算比率はつぎのとおり。 1ラントi土， 1.25米ド；v,0.56ポシド， 264.2円， 1.46オーストラ P
ア・ドIレ， 1.05クワチャ， 0.98プラ， 0.79ジンノ守ブFウェ・ドJレ。
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ド会社の集中管理会社として常に向グルーフ。のド

ル箱的存在であり続けた。チャーター・コンソリデ

イティッド（CharterConsolidated）社は， 1965年に

同商会傘下の三つのロンドン登記の金融投資会社

(Consolidated Mines Selection, British South Africa 

Co.，それに CentralMining社）を合併したもので

ある。同商会のシティにおける拠点であると同時

に，チャータ一社はイギリス本国を中心としなが

らも北米と南米それに東南アジアにも鉱山金融と

製造・商業の両面で，幡広い権益を持つ〈注5）。金

とダイヤモンドから得た富は， ミノノレコ（Minerals

and Resources Corp., Minorco）社を通じても海外投

資されてきた。パミューダ法人とされる向社は，商

業，製造業，銅鉱山，化学，石油に権益を持つ。

AAC商会は，チャータ一社（シティ〉とミノル

コ社（パミュ…ダ）と連係しながら，さらに南部ア

フリカ（ジンパブウェ，ボツワナ，ザ、ンどア〉，それに

ブラジノレ，オーストラリア等々の国に現地拠点を

持つ。南部アフリカのそれは，植民地時代ーからの

問商会の歴史の干甘い権益を受けつぐものである。

金融投資にとどまらずグループ。．システムによる

経営管現の拠点として機能し続けている。ここで

とくに注目したいのは，たとえばザ、ンピアでのよ

うに現地政府が，同商会の傘下企業のマジョリテ

ィーを取得するケースでも， i司商会i立政府と経営

請負契約を結ぶことで，権益のコント口－Iレと手
数料収入の維持を図っていることである世6）。同

様の関係はチャーター祉とマレーシアの公企業

体のスズ鉱山持株会社 MalaysiaMining Corp. 

(MMC)との聞にも見られた惟7)。一般に途上国

では独立政府が多間籍権合企業の一部を自らのマ

ジョリティー所有のもとに取り入れても，長年に

わたる彼らの経営と技術の独占の結果として人材

が育っていないために， 「経営請負Jという形で

I02 

代理制やグループ・システムの転用を受け入れざ

るを得＝ないのである。

つぎに，同商会の南ア企業グルーフ。iこ対する支

配の構図をみると，同商会のflこ七つの業種別の

金融投資会社が直属しているぐカツコ内l立高会とそ

の子会社の合計持株シェアー〉。ド・ベール社への投

資，つまりダイヤモンド業種に対しでは AAIn-

vestment Trust社（52%〕，もっとも重要な金鉱

業に対しては AAGold Investment社（49%〕，

石炭業には AACoal社（51%〕，製造業には AA

Industrial社（49%〕， 保険業に AA Insurance 

Holding社（100%），不動産業に AAProperti郎

社（66%），最後に，農牧業関係に AAFarms社

(50%〕である。

特筆されることはその全部に対して AAC商会

がグノレープ・システムをとっていることである。と

れらの金融投資会社は，さらにいくつかの投資会

社を子会社として所有L，これと組みながら傘下

の事業会社の株を保有することによって， AAC

調会の持株支配を補完しているのである。

そして衛会は，金鉱会社のようにとくに重要な

事業会社についても同期会のグループ・システム

に直接，組み込むことで「合理的な投資で最大の

支配Jft8）を維持しつづけているのである。

この点で前掲の佐伯論文のつぎの指摘は重姿な

意味を持つ。鉱（［Ii荷会の鉱山会社支配の基礎は，

J・マーチンが当時，指摘していたような f経営

契約と一般投資家の承認Jにもとづく段階から，

今日では「多数株所有とそれにもとづく役員支配

・経営現約Jへと移行していると。 1970年代半ば

現在での「多数株所有」という事実関係を踏まえ

ながら， 「経営契約jの擬制性を指摘されるので

ある(it9〕。

経営支配に足る多数株を質い増しながら，なぜ，
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経営契約が維持されるのであろうか。第I蔀の末

で触れたとおり，このシステム＝「経営契約」も

また，利潤の吸収を手数料名義で図る法的擬制と

しての性格を強めてくるように，私には思われる

のである。しかもつぎのとおり手数料収入は相当

額に達している。

同商会（81年3月末現在の資本金2回O万ドノレ）の収

入構成はつぎのとおりである世間。 1978年から

1981年までの四カ年平均での収入は 3億6500万ド

ルで，内訳では投資からの収入部分が7780万ドル

(21%〕，経営管理費を差し引いた後の手数料収入

と利子収入の合計部分が1億1300万ドル（31%），子

会社からの所得部分（ほとんどが配当とされている）

が 1億7100万ドノレ（47%），その他雑収入となって

いるからである。

オッペンハイマー集団のトップ・マネジメント

は，ハリー，その息子ニコラスの出身校であるオ

ックスフォード大学出身者，なかでもローズ奨学

金受領者や姻戚関係の者で固められている（注11¥

経営の多国籍化にもかかわらず，トップ・マネジメ

ントは依然としてアング口系ということになる。

以上，簡単な概観ながら第I節で指摘されたこ

のシステムの本質規定的な三つの契機が，多国籍

複合企業集団，オッペンハイマー帝国の再生産の

基軸となっていることが明らかにされた。

（注 1) 鉱山金融商会の再編成が開始される ζの時

期全とらえ，九商会のグノレーブ.，.，，ステムの機能と本

質について詳細に検討しているのが佐伯 前掲論文で

ある。 7大商会の「符産会計：・秘書会社」契約による支

配，株式保有の状況，人的結合といった三位一体的分

析が，金，ウラニウム， Fイヤモンド，白金属，銅，

γ ンガン，｝＼，｝， ./i/XOl 8 ,',j', !Iに／パ、て行なわれている。

また， 7大商会から4大グループへの再編を検討し

たものに同論文のほか蕗谷硯児「ロスチャイノレド・オ

ッペンハイマー・グノレーヅのまをj浜戦略J([Llti：券経済』

日本証券経済研究所 第126号 1978年8月）。蕗谷論

鉱山商会と「グループ・シ7,.テム」

文にi主詳しい関連記事：索引が付されている。

なお，辰近までの南部アフリカの鉱業を包括的に検

討したものに， Lanning,G.; M. Mueller, Africa 

Undermi「ned:Mi：揖ingComjうaniesand the Undet、
d即 elo戸冗entof Africa, Per 

〈？主2）佐f白t5よぴ蕗谷 前掲論文を参！伊、。

（注3) E・オッベンハイマー父子商会は，1935年に

一族のプライベートな組織として樹アに設立され，1949

年に株式会社に改組（Jessup，前掲書，60,211ベージ）。

（注4）“AngloAmerican's Golden Windfall，” 

Business lVee.走， 1980年3JJ17 tJ, 136ベージ。

（注5) Charter ,4nnual Rψort 1981，この年報

と各鉱山商会の最近号の年報については関東学院経済

学会所蔵のものを利用さぜていただL、7こ。

（注6) Lanning; Mueller，前掲富， 209～211べ

－／。

（注7) 拙稿「プミプトラ政策とマレーシアの公企

業」（小池賢治編『アジアの公企業一一官営ビッグ・ビ

ジネスのパフォーマンス一一』アジア経済研究所 1982

年） 196～200ページ。

（注8）“TheGroup System: Minimum Invest-

nrent, Maximum Control，＇’Forbes, 1973年6月15日，

49ページ。なお，バークレイズ銀行などに代表される

ノミニー・カンパニーの高い持株比率については1972

年当時の 4，のにつレて知ることができる（Lanning;

Mueller，前掲書， 3（泊～303ベーージ）。

（注9) 佐伯 前掲論文 30～31ベージ。各鉱山商

会内；傘下各社ーニ対する持株比率は，州大戦ILlJ其れこ低下

したあと，再び上弁する傾向がみられるようである。

いつ，いかなる理由で多数株支配が再構築されるのか

は今後の課題だが，グループ棺玄関の翼収合戦の開始

と会社法改正などが影響しているものと思われる。

(i主10) Anglo American Corp, .4nnual Report, 

各年版上り。

（注11）“AngloAmerican’s Golden Windfall，” 

140ページ。

〔付記〕 本稿の作成にあたり研究所の内外の方々に

お批話になった。貴重な文献の借覧と鉱山荷会につい

てのご教示を賜わった関東学院大学の佐伯尤氏，鉱山

商会の社史をはじめとする借覧を心よく許して下さっ

た一橋大学の米JII仲…氏に改めてお干しを中しよ；Tた

＂、。 （アジア経済研究所調査研究部〉
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付表南ア鉱山荷会の経蛍規

I I 1J設時の各鉱山海会の I 190s年. I 1913年 I 19ロ8年
現在 ｜ これまでの 」I寺山一一一＇ 戸十「一一一一一ァ←←一一一一了一一一一一一丁 一一l 十一寸一一一
字詰山金｜主な鉱山鴎資本割 ｜ 呼出十 μ 収入｜ 1資本金｜産金額｜ l#A樹

齢 l金融商会「次開問F者選捕許（刊会社数（（ぎず＊対）豪開
日・！ I :,j I 『 i I I I I :;J r.l' Il O m fl an, I 刈南ア ilごイツ系！イギリスi I : I I 割 42沼

溜ユic
l卜 I I I ｜ユダヤ人 lフランス｜｜ (8.6紛j 〔：8〕I(8.3)1 (7.4川l巧l唱唱。唱
リ.B. Robinson I I I ｜南ア生れの｜イギリス s I 14θ 31 剖313, I ( 'I ' A。目
lJ I I I ｜イギリス人1フラン；J 5 J (7・g) 〔3〕lcl3.3)lcおJlc2fo) 

Barlow= lfCM=RM j18田140.0jイギiドイツ系｜イギリサ 24I 8部！ ~!5 11,408 111,18時
Rand llFarrar J J i リス l,t/!//>J~ ；~； I 41 官？ 〔1~〕i引ltf・吋山，ω
『、 I I I I lフランスペ ci~~; 臼〕1cr3)lci6%IJ 1<43.紛

Gold Fieldl Gold Field 118871 27 .olイギ｜イギリス人［イギリス 4 I 220 6 I 114 13,247 I 剖加
リス！ ! I <11.3) 〔6〕［(12.8) I (10.8) I I (4. 7) 

(General Mining 118951 125.倒街ア iドイツ入｜！？イツ i4! 部 1 , I 498 11,812 I 刻 142 
GM=Un I{ I I I I I I : (5:o)I 〔，JIcs.2)1 (6.2)1 I (3.3) 
l Union Corp. 118971 101.司南ア！ドイツ人 iドイツ｜ 6 I 130 I s I :m ll.295 I 割 249' 

I I I (6. 1 〔4〕I(5.7)1 (4.3)1 I (5.9) 

Anglovaal 11田31 15.ol南ア｜アメリカ人｜アメリカ｜ I I I 

間伽の鮎系の舗を含む合計 164 1：副議川内町内務）
塁アの馳景と世界の総企画こ占める比率（トン%） 1日 ω引 制 39.0) ｜捌臼6)
価一 ラント／トロイオンス） I s.田 I 8.50 I s.so 
南アの金鉱山労働者と黒人労働者の比率 （万人・%） I n. a. I 20.8(88.9) 121.8（叩.1)

（出所） (1）創設時については， Kubi四 k,Robert V., Economic Imperialism in Theory and P間的・ce:The 

作成。

(2) 1905年は， TheStatist, 1906年6月9日， 1064～1066ページ。

(3) 1913年は， Kubicek，前掲書， 54ページ。

(4) 192泡年は， Martin,John，“Group Administration in the Gold Mining Industry of the Witwatersrand，” 

(5) 1930～39年は， Sil.iWEJ<tUrnal, 1940年の次のページ。（513～515;537～539; 567 -570; 593～597; 619～ 

(6) 1937-38年は， SAMEJ<tUrnal, 1938年9月17日， 61ページより作成。

（わ 1946年は，“SevenGolden Houses，” 168ページ。

(8) 1974年は，佐伯危「現代南アの鉱業と巨大独占体」（林晃史編『現代南部アフリカの経済構造』アジア経済

(9) 1980/81年は，各商会の年報と TheStock Exchange Offiαal Year Book, 1980-81より作成。

仰）産金量，金悩仇労働者については， Chamberof Mines of South Africa, 91st An河川lRep酎・t, ヨハ

（注〉 (1) 1905年， 1913年， 1928年， 1946年， 1974年， 1980/81年は，各鉱山商会の金鉱会社グループの集計｛砲で

総計には各鉱山商会の資本金が加算されている。また， 1974年と 198ο／81年の合計は， 「その他Jを含まなU、。

を示す。なお，第一次大戦後， JCIはJ.B. Robinsonを吸収し， CM=RMはFarrarを吸収する。

(2）創設者のドイツ系ユダヤ人のほとんどは5年以上イギリスに住み，イギリス国籍を取得している。

(3) 1930～39年の配当には優先株記当を含む。
(4) 1946年の資本金は総計も金鉱会社のどちらも持錨評価額である。

(5) 1974年のCM＝エRMの払込資本金は， 7社のうちの6社に関するものである。 1974年の黒人労働者数は，

倒産金量の世界に占める%は1974年， 1980年については自由世界に占める%。
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模の変遷 （各商会傘下の金鉱会社のみ〉
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Case of South AfいicanGold 1'vfining Finance 1886-1.914，ノ／ーラム， DukeUniversity Press, 1979年より

The Economic Journal，第34巻第156i)・（1929年12月〕， 553ベージ。

623; 645～648; 67:-l～676〕。

研究所 1979年） 22～25ページ。

ネスブルグ， 1981年。

ある。創設時と1930～39(1937～38）年は各溺会のみの値で傘下の会社は含まれなし、。ただし， 1946年の資本金
ただし「その他Jはいずれもネグリジプルである。また（）内は%を示し， 1913年の〔〕内は採鉱中の会社数

1970年末値である。
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